
業 務 チ ェ ッ ク リ ス ト

〔　法　人　税　用　〕

年　　　月　　　日 

Ⅰ　会計チェックリスト

■ 会計基準等に関する事項

No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

会計基準 001 会社計算規則及び中小企業の会計に関する指針又は
中小企業の会計に関する基本要領に準拠した会計処
理を行っているか。

□ □ □

002 法人の組織・業種特有の会計基準が定められている
場合、それに準拠した会計処理を行っているか（学
校法人会計基準、医療法人会計基準、ＮＰＯ法人会
計基準、公益法人会計基準等）。

□ □ □

003 会計ソフトを利用して処理を行っている場合に、そ
のソフトの操作・運用が適正に行われているか確認
したか。 □ □ □

Ⅱ　法人税決算チェックリスト

■ 決算業務準備に関する事項

No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

決算準備 004 e-Tax及びeLTAXのメッセージボックスを確認した
か。 □ □ □

005 履歴事項証明書により、定款の目的、代表者等、資
本金、本店所在地、支店の設置に変更がないか確認
したか。

□ □ □

006 登記事項に変更があった場合、適時に登記されてい
るか確認したか。 □ □ □

007 登記事項に変更があった場合、管轄の税務署、都道
府県、市町村への異動届出書の提出を確認したか。 □ □ □

008 株主総会、取締役会、監査役会、指名委員会等、会
計参与、会計監査人、監査等委員会等法人の組織、
管理の内容について確認したか。

□ □ □

009 法人の各機関に備え付けられている議事録・稟議書
等により、経営にかかわる重要な意思決定の存在を
確認したか。

□ □ □

010 重要な社内規程（就業規則、給与規程、退職金規
程、経理規程等）が整備されているか。 □ □ □

011 重要な社内規定に変更等があった場合、その内容を
確認したか。 □ □ □

012 株主名簿により株主・役員間の同族関係を確認した
か。 □ □ □

科目等

科目等

法 人 名

事 業 年 度 　　 年　　 月　　 日～　 　年　　 月　　 日

税
理
士

※ 令和４年４月１日以後開始する事業年度について適用されます。

※ ＊の付されている項目は、検討結果を添付書面に記載することが望ましい項目です。

※ 該当なしの場合は、「／」の欄にチェックをしてください。

※ このチェックリスト以外の項目についてもご検討ください。
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

013 株主の異動がある場合、定款、議事録等により、そ
の原因等を確認したか。 □ □ □

014 グループ法人間の株式の所有関係を確認したか。
□ □ □

015 グループ法人間の出資関係図を作成しているか。
□ □ □

016 納品書、請求書、領収書等の証憑書類は適切に保存
されているか。 □ □ □

017 前期以前の修正申告及び更正処分の内容を検討した
か。修正申告等を受けて、当期の会計処理は適正に
処理されているか。

□ □ □

018 代表者、経理責任者に当該決算期の事業概況等を質
問し、決算の参考に供したか。 □ □ □

019 主な事業の内容、取引経路にかかる特異性、そして
それらの変更等がないか確認したか。 □ □ □

020 消費税の会計処理方式について確認したか。
①免税事業者の場合は、すべての取引につき税込方
式を採用しているか。
②課税事業者の場合は、税抜方式又は税込方式のい
ずれかが選択適用されているか。併用している場合
には要件を満たしているか。

□ □ □

■ 貸借対照表関係(資産の部)

No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

現金 021 現金出納帳の残高は、定期的に実査され現金の収支
を示す証拠資料と照合されていることを確認した
か。

□ □ □

022 現金出納帳の推移を確認し、異常な入出金や残高
（マイナス残高等）については原因を検討したか。 □ □ □

023 電子マネーの収支をデータにより確認し、適切に会
計処理されているか。 □ □ □

024 現金過不足の処理は正しいか。
□ □ □

025 重要な現金過不足があった場合、原因を確認した
か。 □ □ □

預貯金 026 残高証明書、当座照合表、預貯金通帳の残高と預金
出納帳の残高を照合したか。 □ □ □

027 金融機関名、支店名、預金種目、口座番号、口座名
義人を確認したか。 □ □ □

028 名義が異なる口座がある場合にはその理由を確認
し、速やかに会社名義に変更するよう指導したか。 □ □ □

029 預貯金通帳、預貯金証書等の現物あるいは預り証の
有無、担保差入の有無を確認したか。 □ □ □

030 当座預金については、銀行勘定調整表の作成を指導
し、内容を確認したか。 □ □ □

031 定期預金等については、期日を確認し、受取利息と
利子源泉所得税等を適正に処理したか。 □ □ □

032 外貨預金の評価方法が、外貨建資産等の期末換算方
法等の届出書により選定した方法で換算されている
か。

□ □ □

科目等

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

033 外貨預金の評価方法が届出されていない場合、法定
の評価方法によっているか。 □ □ □

受取手形 034 受取手形記入帳の残高と帳簿残高を照合したか。
□ □ □

035 受取手形の支払期日が休日（期末）の場合の処理は
適切か。 □ □ □

036 手持手形、取立依頼手形、割引手形、裏書譲渡手形
等、電子手形は適切に管理され、貸借対照表で正し
く表示されているか。

□ □ □

037 不渡手形は受取手形とは区分して貸借対照表に適切
に計上しているか。 □ □ □

038 不渡手形のうち明らかに決算後1年以内に弁済を受け
られないものは投資その他の資産として表示した
か。

□ □ □

売掛金 039 期末残高と補助簿の残高及び請求書の残高とを個別
に照合し、計上漏れがないか確認したか。 □ □ □

040 貸方残高の得意先がないか確認したか。
□ □ □

041 貸方残高の得意先がある場合、内容を検討し適切な
勘定科目への振替を検討したか。 □ □ □

042 不渡相手先等に対する滞留債権は、貸倒損失、貸倒
引当金と関連付けて検討したか。また適切な勘定科
目に振り替えたか。

□ □ □

043 請求締切日から決算日までの計上漏れがないか検討
したか。 □ □ □

044 補助簿により管理していない一時的な取引先につい
て、売掛金の計上の漏れがないか確認したか。 □ □ □

045 長期間取引を行っていない得意先については補助簿
を削除するよう指導したか。 □ □ □

046 翌期の補助簿および請求書控を確認し、当期に計上
すべき売上、返品、値引等がないことを確かめた
か。

□ □ □

047 ファクタリング取引がある場合に、その種類を判別
し、適正な会計処理を行っているか確認したか。 □ □ □

棚卸資産 048 実地棚卸、部分計画棚卸その他合理的な方法により
棚卸を行っているか。 □ □ □

049 実地棚卸しの原始記録を確認したか。
□ □ □

050 実地棚卸と帳簿残高が相違する場合に、その原因を
検討し、必要な会計処理を行ったか。 □ □ □

051 実地棚卸の時期を確認したか。その時期が決算期末
日でない場合、数量修正の妥当性を検討したか。 □ □ □

052 期末直前・直後の売上、仕入が棚卸資産残高に与え
る影響を検討したか。特に、売上返品、仕入返品等
が在庫に影響していないか検討したか。

□ □ □

053 商品・原材料等の期末棚卸金額の計算にあたり、届
出された評価方法で計算されているか確認したか。 □ □ □

054 棚卸しの期末評価方法が届け出されていない場合、
法定の評価方法で計算されているか確認したか。 □ □ □

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

055 製品、仕掛品、未成工事支出金、自社製造品等の評
価は適正か。 □ □ □

056 預り品、預け品、積送品、未着商品、返品商品等の
有無を確認したか。 □ □ □

057 貯蔵品の処理は適正か。
□ □ □

058 災害による著しい損傷、著しい陳腐化、型崩れ、た
なざらし、品質変化等については、期末時価により
評価しているか。

□ □ □

059 消費税の会計処理に応じて、評価額を税抜又は税込
にしているか。 □ □ □

前払費用 060 支払日から１年を超えて役務の提供を受ける部分は
長期前払費用として計上したか（保証料・保険料
等）。

□ □ □

061 費用等のうち前払費用となる部分はないか（ただし
短期前払費用「法基通2-2-14」の適用を受けるもの
を除く）。

□ □ □

062 長期の前払保険料のうち、当期の期間に保険料とさ
れるべきものは、保険料に計上したか。 □ □ □

仮払・前
渡・立替金

063 相手先、金額及び内容を個別に確認したか。
□ □ □

064 長期間未精算となっている仮払金等について個別に
内容を確認し、金銭消費貸借契約にあたらないか確
認したか。

□ □ □

065 代表者及びその親族、役員や株主・子会社等に対す
る仮払の有無及び内容を確認したか。 □ □ □

066 他勘定への振替の要否を確認したか。
□ □ □

067 仮払金のうち、租税公課・法人税等で損金処理、申
告加算すべきものはないか。 □ □ □

貸付金 068 相手先、金額及び内容を金銭消費貸借契約書等によ
り個別に確認したか。 □ □ □

069 金銭消費貸借契約書に印紙が貼付されていたか確認
したか。 □ □ □

070 受取利息が正しく計上されているか、併せて他勘定
の実質貸付金についても確認したか。 □ □ □

071 代表者及びその親族、役員や株主等に対する貸付金
の有無及び内容を確認したか。 □ □ □

未収入金 072 計上すべき未収収益・未収入金の有無を確認した
か。 □ □ □

073 未収収益と未収入金の区別は適正か。
□ □ □

その他流動
資産

074 相手先、金額、内容等を個別に確認したか。
□ □ □

075 仮想通貨の取扱に関して確認をしたか。
□ □ □

有形固定資
産

076 固定資産台帳と現物を突合し、用途を確認したか。
□ □ □

077 登記事項証明書等により、所有権移転の事実を確認
したか。 □ □ □

078 自己製造資産の製造原価を確認したか。
□ □ □

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

079 取得価額（取得の為の付随費用の加算）の妥当性、
事業への供用日を確認したか。 □ □ □

080 収用等により補償金等の交付を受けて取得した資産
について、取得価額は正しく計算されているか。 □ □ □

081 国庫補助金等の交付を受けた場合の圧縮記帳等の処
理は適正か。 □ □ □

082 その他の圧縮記帳の適用は検討したか。 □ □ □
083 資本的支出と修繕費の区分について検討したか。

□ □ □

084 定率法を採用している減価償却資産に資本的支出を
行った場合の特例を検討したか。 □ □ □

085 償却方法、耐用年数、償却率の妥当性を検討した
か。

□ □ □

086
＊

特別償却や割増償却の適否を検討したか。
□ □ □

087
＊

特別償却と税額控除とが適用できるものについて
は、その選択の有利不利の判定をしたか。 □ □ □

088 平成19年３月31日以前の取得分について、旧定率
法・旧定額法により償却しているか。 □ □ □

089 平成19年４月１日から平成24年３月31日までと、平
成24年４月１日以後とに区分し、取得資産に適用さ
れる償却率に変更があることを確認したか。 □ □ □

090 平成28年４月１日以降取得した建物付属設備及び構
築物並びに鉱業用減価償却資産のうち一定のものに
ついて、定率法が廃止されているため適切な償却方
法を検討したか。

□ □ □

091 取得価額が10万円以上20万円未満のものについて、
一括償却資産としての選択を検討したか。選択した
場合には明細書を添付したか。

□ □ □

092 取得価額が10万円以上30万円未満のものについて
は、措置法67条の5の適用を検討したか。適用した場
合には明細書を添付し、少額減価償却資産の取得価
額の合計額が300万円を超えていないかの確認をした
か。

□ □ □

093 令和4年4月1日以後に取得する少額の減価償却資産及
び一括償却資産の損金算入になる対象資産から、貸
付（主要な事業として行われるものを除く。）の用
に供した減価償却資産を除いているか。

□ □ □

094 消費税の課税売上割合が80％未満である場合、資産
に係る控除対象外消費税額等は適正に処理したか。 □ □ □

095 売却、廃棄、事故等による処分損益が正しく記録さ
れているか確認したか。 □ □ □

096 売却収入について、関係書類と突合し妥当性を確認
したか。また消費税の課税売上に含めているか。 □ □ □

097 所有権移転外ファイナンスリース等で、売買があっ
たものとされるリース契約の有無を確認したか。資
産に計上した場合は適切に償却されているか。

□ □ □

098
＊

所有権移転外ファイナンスリース等により取得した
資産について、税額控除適用の可否を確認したか。 □ □ □

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

099 災害等により価値の著しく低下した資産については
相当の評価替えが行われているか。 □ □ □

無形固定資
産

100 営業権やソフトウエア等適正な科目により処理され
ているか。 □ □ □

101 期末残高及び期中の増減について、その金額の適否
を検討したか。 □ □ □

102 償却の可否を検討し、償却すべきものは償却計算の
適否を検討したか。 □ □ □

103 平成29年4月1日以後に取得した営業権は、事業の用
に供した事業年度は月割計算を行うこととなった
が、誤った処理をしていないか。

□ □ □

有価証券 104 手許保管有価証券について実査されていることを確
認したか。 □ □ □

105 期中増減がある場合は、証拠書類等により確認した
か。 □ □ □

106 購入取得した場合、購入手数料を取得価額に加算し
たか。 □ □ □

107 保護預け中、担保提供中、名義書換中、売却依頼中
のもの等については預り証により確認したか。 □ □ □

108 有価証券の保有目的別区分（①売買目的有価証券②
満期保有目的有価証券③子会社株式及び関連会社株
式④その他有価証券）による適切な勘定科目により
表示されているか。また流動資産と固定資産の区分
表示は適正か。

□ □ □

109 評価額の計算は、保有区分に応じた方法により継続
して適正に行われているか。 □ □ □

110 受取配当金等の計上は適正か、漏れはないか。
□ □ □

111 時価が著しく下落し、回復が見込めない株式の減損
処理は適切に行われているか。 □ □ □

投資・その
他資産

112 投資有価証券、ゴルフ会員権、保険積立金等適正な
科目により処理されているか。 □ □ □

113 相手先、金額、内容等について、契約書、権利書等
の書類をもとに個別に検討したか。 □ □ □

114 ゴルフ会員権、有価証券について、運営会社の破綻
等がないかを確認したか。 □ □ □

繰延資産 115 税法上の繰延資産は長期前払費用により処理されて
いるか。 □ □ □

116 当期支出の計上額について、計上の適否、金額の妥
当性を検討したか。 □ □ □

117 償却額について、計算が適正性か確認したか。
□ □ □

■ 貸借対照表関係(負債・純資産の部)

No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

支払手形 118 期末残高と支払手形記入帳を照合したか。手形帳、
手形振出し控は適切に管理されているか。 □ □ □

科目等

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

119 手形内容について検討し、流動負債と固定負債、営
業取引によるものとそれ以外のものの区分表示の適
正性を確認したか。

□ □ □

買掛金 120 長期間取引を行っていない取引先については補助簿
を削除するよう指導したか。 □ □ □

121 締切日から決算日までの計上漏れがないか検討した
か。 □ □ □

122 翌期の補助簿を確認し、仕入、返品、値引等の計上
漏れがないか確認したか。 □ □ □

123 借方残高の相手先がないか確認したか。 □ □ □
124 借方残高の相手先がある場合、内容を検討し適切な

勘定科目への振替を検討したか。 □ □ □

借入金 125 残高証明書と帳簿残高を照合したか。
□ □ □

126 相手先、金額、担保物及び内容について、金銭消費
貸借契約書や返済予定表等を参考にして個別に検討
したか。

□ □ □

127 利息の計上は妥当か。
□ □ □

128 代表者及びその親族、役員、株主からの借入を個別
に確認し、資金源を検討したか。 □ □ □

未払金・未
払費用

129 相手先、金額及び内容を個別に検討したか。特に、
長期間未払いのものの有無を確認したか。 □ □ □

130 クレジットカード明細の残高と帳簿残高を照合した
か。

□ □ □

131 計上漏れがないか確認したか。
□ □ □

132 期末以降の支払いを確認し、期末計上額の妥当性を
検討したか。 □ □ □

前受金・仮
受金・預り
金

133 相手先、金額及び内容を個別に検討したか。
□ □ □

134 他勘定への振替の要否を検討したか。
□ □ □

135 代表者及びその親族、役員、株主からの有無及び内
容を検討したか。 □ □ □

預り金 136 源泉所得税等の預り金を関係資料と突合したか。
□ □ □

137 預り保証金のうち、返還が不要なものを収益計上し
たか。 □ □ □

リース債務 138 売買があったものとされるリース契約について、
リース債務の計上金額は適正か。 □ □ □

貸倒引当金 139 対象となる金銭債権の範囲は正しいか。特に債権・
債務両取引のある同一相手先について対象金額を検
討したか。

□ □ □

140 個別評価による繰入については、一定の事実に基づ
いたものを対象としているか。また繰入額は適正
か。

□ □ □

141 貸倒引当金制度の適用法人に該当するか確認した
か。また繰入率及び限度額を確認したか。 □ □ □

その他の負
債

142 相手先、金額、内容を個別に検討したか。
□ □ □

未払法人税
等

143 期末の未払法人税等・未収還付法人税等の金額は適
正か。 □ □ □

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

株主資本・
評価・換算
差額等

144 増資減資の状況を確認し、増資払込金については、
その金額や資金出所等を検討したか。 □ □ □

145 株主等の異動を確認し、その内容について検討した
か（みなし配当の有無、贈与に当たらないか）。 □ □ □

146 資本剰余金と利益剰余金の区分は正しいか。
□ □ □

147 自己株式の取得の処理は正しいか。 □ □ □
148 自己株式の取得があった場合、みなし配当の有無を

検討したか。 □ □ □

149 自己株式の処分の処理は正しいか。
□ □ □

■ 損益計算書関係

No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

売上 150 売上（収益）計上基準を確認し、引渡基準以外の売
上基準を採用している場合、当該基準の適用が事実
に基づいているかどうかを確認したか。

□ □ □

151 原則として、収益認識に関する会計基準を適用して
いるか。 □ □ □

152 平成30年４月１日以降に長期割賦販売等に該当する
資産の販売等を行った場合、延払基準が適用できな
い事を確認したか。

□ □ □

153 平成30年３月31日以前の長期割賦販売等について、
令和５年３月31日までに開始する各事業年度につい
ては現行の延払基準を適用できる事を確認したか。 □ □ □

154 平成30年４月１日以降に終了する事業年度について
延払基準による収益認識をやめる場合、翌年以降の
事業年度において10年間で均等計上することとなる
繰延割賦利益額を算出したか。

□ □ □

155 決算日前後の納品書等を確認したか。
□ □ □

No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

156
＊

前々期、前期と対比し、変動とその要因を検討した
か。 □ □ □

157 決算日後の売上入金等について、当期に計上すべき
売上の有無を確認したか。 □ □ □

158 役員等個人の消費分の計上漏れがないか確認した
か。 □ □ □

159 請求書、領収書等の控えを確認したか。
□ □ □

160 レジのロールペーパー、在庫管理表との確認はした
か。 □ □ □

161
＊

売上、仕入、棚卸資産の紐付きを検討したか。
□ □ □

売上原価等 162 仕入について決算日前後の納品書等を確認し、計上
に漏れがないかを検討したか。 □ □ □

163
＊

外注費等の重要項目について、証憑と突合し、その
対象収益との関連性を確認したか。 □ □ □

164
＊

売上原価率について、前々期、前期と対比し、変動
とその要因を検討したか。 □ □ □

科目等

科目等

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

165 仕入、材料費、消耗品等のうち固定資産等に振り替
えるべきものがないか確認したか。 □ □ □

売上・仕入
の返品およ
び値引き

166 決算日前後の値引、返品、相殺の処理は適正か。
□ □ □

売上・仕入
の割戻し

167 通知書等で計上日を確認したか。
□ □ □

役員給与 168 株主総会、取締役会の議事録等に基づいた支給額か
確認したか。 □ □ □

169 職務内容等からみて支給額は適正か。
□ □ □

170 経済的利益の享受の有無を確かめ、かつ、損金算
入・損金不算入を検討したか。 □ □ □

171 定期同額給与であることを検討したか。
□ □ □

172 期中変動がある場合に、その改定事由を確認した
か。 □ □ □

173
＊

事前確定届出給与の届出書の提出を確認したか。
□ □ □

174
＊

事前確定給与の額及び支給日が事前の届出どおりで
あることを検討したか。 □ □ □

役員退職金 175
＊

職務内容、従事した期間、事業規模等からみて支給
額は適正か。 □ □ □

176 株主総会の議事録、退職金規程等を確認したか。
□ □ □

177 形式のみならず実質的にも退職したことを確認した
か。 □ □ □

給料・賞与 178 源泉徴収簿、扶養控除等（異動）申告書、賃金台
帳、労働者名簿、出勤簿等がすべて保存されている
か。

□ □ □

179 他の費用に含まれたもので、給与に計上すべきもの
はないか。 □ □ □

180 現物給与（経済的利益）の有無とその処理について
検討をしたか。 □ □ □

181 役員と特殊な関係にある使用人に対する給与のうち
過大給与に該当するものはないか。 □ □ □

182
＊

損金に算入する期末賞与について、損金となる要件
を満たしているか。 □ □ □

旅費 183 海外渡航費についてその内容及び金額は妥当である
か。また行程表等の書類は保存されているか。 □ □ □

184 渡切旅費の有無とその処理について検討したか。
□ □ □

185 旅費精算書等は整理・保存されているか。
□ □ □

186 旅費規程に則り、日当等を支払っているか。
□ □ □

接待交際費 187 使途不明のもの、渡し切りのものの有無を検討した
か。 □ □ □

188 代表者及びその親族、役員、株主が負担すべきもの
はないか。 □ □ □

189 接待交際費以外の科目への混入の有無を確認した
か。 □ □ □

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

190 １人あたり5,000円以下（役職員間のみの飲食費は除
く）の飲食費を区分したか。またその明細が保存さ
れていることを確認したか。

□ □ □

広告宣伝費 191 広告宣伝費のうち、繰延資産に該当する支出がない
か確認したか。 □ □ □

諸会費 192 資産性のあるものがないか検討したか。
□ □ □

193 代表者及びその親族、役員、株主が負担すべきもの
はないか。 □ □ □

賃借料 194 契約書を確認し、支払別に支払内容・金額・期間を
検討したか。 □ □ □

195 敷金、保証金、権利金、礼金等が適切に処理されて
いるか。 □ □ □

196 代表者及びその親族に対する家賃の額は、適正な額
であるか確認したか。 □ □ □

リース料 197 契約書により支払先別の支払金額及び対象期間・会
計処理の方法について検討したか。 □ □ □

減価償却費 198 平成19年３月31日以前に取得した減価償却資産で取
得価額の95％まで償却したものについて、1円を残
し、５年均等償却が行われているか。

□ □ □

199 取得価額が10万円以上20万円未満の資産のうち一括
償却資産としたものの償却費は適正か。 □ □ □

200 取得価額が30万円未満のものにつき、その処理は適
正か。また少額減価償却資産の取得価額の合計額が
300万円を超えていないか。

□ □ □

201 減価償却費の計算にあたり、届出された償却方法又
は法定の償却方法で計算されているか。 □ □ □

202 定率法を適用する資産を平成24年４月１日以後に取
得した場合、200％定率法によることを確認したか。 □ □ □

203 平成28年４月１日以降取得した建物付属設備及び構
築物並びに鉱業用減価償却資産のうち一定のものに
ついて、定率法が廃止されているため適切な償却方
法を検討したか。

□ □ □

204
＊

措置法適用誤りはないか。特に、特別償却の適用に
あたっては、対象資産であることを確認したか。ま
た明細書を添付したか。

□ □ □

205 前期からの特別償却繰越がないか確認したか。
□ □ □

修繕費 206
＊

修繕内容及び修繕箇所を確認し、資本的支出がない
か検討したか。また判定が困難な場合は、形式的区
分基準により検討したか（60万円基準、取得価額の
10％基準等）。

□ □ □

保険料 207 保険積立金あるいは前払保険料として資産計上すべ
き部分がないかを契約書等に基づき検討したか（契
約者、受取人、被保険者の別、掛捨て（定期）か、
満期受取り（養老）か、解約返戻金があるか等）。

□ □ □

租税公課 208 損金に算入される項目とされない項目の検討をした
か（労災保険、社会保険料の追徴金や延滞金は損金
算入可）。

□ □ □

209 法人税等の納付状況に関して、その内容と損金処理
の可否について確認したか。 □ □ □

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

福利厚生費 210 現物給与や経済的利益として給与になるものはない
か検討したか。 □ □ □

211
＊

交際費との関連を検討したか。社内交際費として税
務上交際費扱いになるものはないか。 □ □ □

貸倒損失 212
＊

税務上の貸倒要件を確認したか（法律上、事実上、
形式上のいずれに該当しているか）。 □ □ □

雑益・雑収
入

213
＊

副産物、リベート、補助金等の有無及び未収につい
て検討したか。特に、作業くず等の売却額の計上漏
れについて担当者に確認したか。

□ □ □

214 業種固有の雑収入の計上内容について検討したか。
□ □ □

215 保険積立金等に計上すべき配当金等について検討し
たか。 □ □ □

216 受贈益の有無について検討したか。
□ □ □

217 保険金、給付金、支援金、助成金等の収益計上時期
を、適正に行っているか。 □ □ □

218 還付金の処理は適正か。
□ □ □

資産売却 219 契約書等証憑により、売却代金・売却先・引渡日等
を確認したか。 □ □ □

220 売却代金の適正性、売却方法、売却理由等について
検討したか。 □ □ □

221 売却原価及び売却費用の処理は適正か。
□ □ □

資産除却 222 固定資産の除却損の処理は適正か。
□ □ □

223 有姿除却の場合の除却損は、通達上の要件を満たし
ているか。 □ □ □

評価損益 224 会計上評価損益が計上されている場合、税法上の損
金・益金の要件を満たしているかどうか確認した
か。

□ □ □

デリバティ
ブ取引

225 デリバティブ取引（為替予約等）のうち、期末にお
いて未決済のものについて、ヘッジとして繰延可能
な一定の要件を満たすものを除き、期末時に決済を
行ったものとみなして、毎期洗い替えの方法により
損益計上を行ったか。

□ □ □

収益事業 226 事業が法人税法上の収益事業に該当するか検討した
か。 □ □ □

227 収益事業を行っている場合、収益事業の開始届を提
出しているか。 □ □ □

228 収益事業は区分経理されているか。
□ □ □

229 収益事業とそうでない事業に共通して発生する費用
については、適切な基準に基づいて配賦し、収益事
業にかかる損益が正しく算定されているか。

□ □ □

Ⅲ　申告調整関係チェックリスト

No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

税額計算 230 税率の適用は正しいか。
□ □ □

231 留保金額に対する税額は適正か。
□ □ □

科目等

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

税額控除 232 所得税額の控除は適正か。また所得に加算されてい
るか。 □ □ □

233 所得税額控除について復興特別所得税の適用を確認
したか。 □ □ □

234
＊

その他の税額控除は適正か。特別償却できるものに
ついては、その選択の有利不利の判定をしたか。 □ □ □

235 経済産業省等に提出した計画の認定書等の添付を確
認したか。 □ □ □

236
＊

従来からの中小企業における所得拡大税制につい
て、令和４年４月１日開始事業年度から、賃上促進
税制に改組されたことによる新適用要件を満たして
いるか確認したか。

□ □ □

繰越欠損金 237 控除される欠損金は適正か。また控除した欠損金額
の生じた事業年度の帳簿書類が保存されているか。 □ □ □

238 中小法人等以外（大法人による完全支配関係がある
法人を含む）の繰越控除される欠損金額は、控除前
所得金額の以下の期間に応じた金額相当額であるこ
とを確認したか。
平成29年４月１日から平成30年３月31日開始事業年
度・・・55％
平成30年４月１日から開始事業年度・・・50%

□ □ □

239 欠損金の繰戻還付を受けることができる場合に、繰
戻還付請求を行うか、繰越欠損金とするか検討し、
適切に処理したか。

□ □ □

240 グループ法人がある場合には、資産の譲渡による損
益、寄附金の損金不算入計算等、適正に行ったか。 □ □ □

241 完全支配関係がある法人との関係を系統的に示した
図を添付したか。 □ □ □

連結納税 242 連結納税制度を採用している場合には、適正な手続
きと処理を行ったか。 □ □ □

適用額明細
書の添付

243 法人税関係特別措置を適用する場合、適用額明細書
を作成し、添付したか。 □ □ □

中小法人の
特例適用

244 中小法人の特例適用が可能かどうかを再度検討した
か。 □ □ □

245 資本金の額等が５億円以上の法人等の100％子法人等
は、資本金の額等が１億円以下の法人等に適用され
る、いわゆる中小企業向けの特例措置を受けること
が出来ないことを確認したか。

□ □ □

受取配当金 246 「株式等の区分」及びその配当等の「益金不算入割
合」を確認し適正に計算できているか。 □ □ □

247 特定目的会社や投資法人からの配当等について、益
金不算入の対象とならないものについて確認した
か。

□ □ □

交際費の損
金不算入額
の計算

248 交際費科目以外の科目で交際費に該当するものはな
いか。 □ □ □

249 控除対象外消費税額等のうち、交際費に係るものは
ないか。 □ □ □

250 交際費のうち、接待飲食費の50％に相当する金額と
定額控除限度額を比較検討したか。 □ □ □

科目等
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No. 主　な　項　目 ／ Yes No 摘　要

251 損金算入となる１人当り5,000円以下（役職員のみの
飲食費は除く）の飲食費に該当するものは除外した
か。

□ □ □

役員給与 252 役員給与等で所得に加算すべきものはなかったか。
□ □ □

253 事前確定届出等に基づいて損金算入額の計算は適正
か。 □ □ □

寄附金 254 寄附金科目以外の科目で寄附金に該当するものはな
いか。 □ □ □

255 未払計上されている寄附金がないかどうか検討した
か。 □ □ □

256 寄附金の損金算入限度額について計算に誤りがない
か検討したか。 □ □ □

圧縮記帳 257
＊

交換、収用換地、特定資産の買換等による取得資産
の圧縮の計算及び経理処理は適正か。 □ □ □

258
＊

必要な証明書は添付されているか。
□ □ □

引当金・準
備金

259 各引当金、準備金の繰入超過額、積立超過額を加算
したか。戻入処理は適正か。 □ □ □

減価償却額 260 減価償却費等の償却超過額は加算したか。
□ □ □

261 過去の償却超過額の認容は適正か。
□ □ □

262 明細書・特別償却の付表は添付されているか。
□ □ □

263
＊

特別償却（即時償却等）と税額控除の適用を検討し
たか。 □ □ □

所得の特別
控除

264
＊

収用換地等による特別控除は適正か。特に収益補償
金等特別控除の対象とならないものを確認したか。 □ □ □

265 措置法の適用に関する各種証明書は添付されている
か。 □ □ □

266 法人税額から控除できなかった所得税額及び復興特
別所得税額の還付の処理は適正か。 □ □ □

地方税 267 都道府県、市町村の該当する税率、均等割額に誤り
はないか。 □ □ □

268 分割基準は適正か。事務所等の漏れはないか。
□ □ □

269 事業税の地方法人特別税（または特別事業税）は適
正に計算したか。 □ □ □

270 地方税特有の税額免除規定は検討したか。
□ □ □

271 収益事業を行っていない非営利企業は、均等割申告
書を提出したか。 □ □ □

272 収益事業を行っていない法人等に均等割りの減免が
認められている自治体に対しては、期限までに減免
申請書を提出しているか。

□ □ □

修正事項等
の受入

273 前期に修正申告又は更正があった場合、否認事項の
受入れの処理をしたか。 □ □ □

株主資本 274 利益積立金額と資本金等の額の区分は正しいか。
□ □ □

275 増資、減資、その他資本等取引があった場合、それ
らの記載をしているか。 □ □ □

科目等
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